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体 液処理用 品に使用す るの に好適 な透 液性不織 布の提供 。 透液性不織布 （3 1 ) が 、熱可塑性合 成
繊維 （3 0 ) で形成 され て いて、上面 （2 1 ) に互 いに並行 して透液性不織布 （3 1 ) の 長 さ方 向 L D
へ延び る隆起部 （2 5 ) を有す る。隆起 部 （2 5 ) は頂部 （2 6 ) とすそ野部分 （2 7 ) とを有す る。
熱可塑性合 成繊維 （3 0 ) は、第 1 繊維 （4 1 ) と第 2 繊維 （4 2 ) とを含む。第 1 繊維 （4 1 ) は、
繊度 が 0 . 8 — 1 . 9 d t e X の範 囲 に あ って 、透 液性 不織 布 （3 1 ) の厚 さ方 向 T D に おいて上 面
( 2 1 ) を含む厚 さ方 向 T D の上方部分 （4 3 ) を形成 し、第 2 繊維 （4 2 ) は、繊度が 2 · 0 — 6 .

0 d t e x の範 囲に あって、厚 さ方 向 T D において、下面 （2 2 ) を含む厚 さ方 向 T D の下方部分 （4
4 ) を形成 して いる。第 1 繊維 （4 1 ) の繊度 は第 2 繊維 （4 2 ) の繊度 よ りも少な くとも 0 . 5 d t
e x 小 さい。



明 細 書

発明の名称 ：透液性不織布

技術分野

[0001 ] この発明は、使い捨ておむつや生理用ナプキン等の体液処理用品に使用す

るのに好適な透液性不織布に関する。

背景技術

[0002] 熱可塑性合成繊維で形成 された不織布であって、厚 さ方向において互いに

対向する上面 と下面 とを有 し、その上面には互いに並行 して一方向へ延びる

複数条の隆起部が形成 されている透液性の不織布は従来公知である。

[0003] 例 えば、特開 2 0 0 9 — 3 0 2 8 号公報 （特許文献 1 ) に記載 された不

織布は、 1 _ 1 7 d t e x の繊度 と 1 0 — 1 5 0 m mの繊維長 とを有する熱

可塑性合成繊維 を 1 0 0 — 3 0 重量％を含むもので、その不織布の上面には

、不織布製造時における機械方向へ延びる複数条の隆起部 と、隣 り合 う隆起

部 どう しの間において機械方向へ延びる複数条の谷部 とが形成 されている。

この不織布は、例えば生理用ナプキンの吸収体を被覆する透液性の内面シ一

卜と して使用される。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 9 _ 3 0 2 1 8 号公報 （P 2 0 0 9 — 3 0 2 1 8 A )

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0005] 透液性不織布の上面に互いに並行する複数条の隆起部が形成 されている不

織布は、それが使い捨ておむつや生理用ナプキン等の体液処理用品における

吸収体を被覆する内面シ一 卜と して使用されたときに、その不織布を形成 し

ている熱可塑性合成繊維の繊度が大 きいと、繊維が剛性の高いものになって

、表面の肌触 りが柔軟性 に乏 しいものになるとか、繊維 どう しの間隙が大 き

くな りがちで、繊維 どう しの間への体液の拡散が遅 くなるとかということが



ある。その結果として、内面シ一 卜における体液の拡散が遅い乳幼児用の使

い捨ておむつでは、軟便の横漏れを防ぐことが難 しいという場合がある。ま

た、熱可塑性合成繊維の繊度が小さいときには、繊維が剛性の低いものにな

つて、不織布の肌触 りが柔軟性に富むものにはなるが、体液処理用品の着用

者の体圧によって隆起部が圧縮されると、その隆起部は圧縮される前の状態

にまで速やかに復帰することが難 しいという場合がある。その結果として、

その体液処理用品では、隆起部どうしが奏する作用 効果を得ることが難 し

くなる。

[0006] この発明では、上面に互いに並行する複数条の隆起部を有 し、体液処理用

品の内面シ一 卜として使用可能な透液性不織布であって、固形分と水分とを

含む軟便や経血を処理することに好適である不織布の提供を課題にしている

課題を解決するための手段

[0007] 前記課題を解決するためのこの発明は、互いに直交する長さ方向と幅方向

と厚さ方向とを有 し、前記厚さ方向において互いに対向する上面と下面との

うちの前記上面では、前記下面から前記上面へ向かう方向に隆起 して前記長

さ方向へ延びる複数条の隆起部が形成され、前記幅方向において隣り合う前

記隆起部どうしが前記幅方向へ広がるそれぞれのすそ野部分でつながり、熱

可塑性合成繊維で形成されている透液性不織布に係わる。

[0008] この透液性不織布において、この発明が特徴とするところは以下のとおり

である。前記熱可塑性合成繊維が繊度の異なる複数条の第 1繊維と複数条の

第 2 繊維とを含み、前記第 1繊維は、前記繊度が 0 . 8 — 1 . 9 d t e x の

範囲にあって、前記不織布の厚さ方向において、少なくとも前記隆起部では

、前記上面を含む前記不織布の上方部分を形成 している。前記第 2 繊維は、

前記繊度が 2 . 0 - 6 . 0 d t e X の範囲にあって、前記不織布の厚さ方向

において、少なくとも前記隆起部では、前記上方部分の下方にあって前記下

面を含む前記不織布の下方部分を形成 している。前記第 1繊維の繊度は、前

記第 2 繊維の繊度よりも少なくとも0 . 5 d t e X 小さい。



[0009] この発明の実施態様 の一つにおいて、前記不織布 は、単位面積 当た りの質

量が 1 2 — 4 5 g m 2 の範 囲にあ り、前記第 1 繊維 を 1 0 — 5 0 質量％含ん

でいる。

[001 0] この発明の実施態様 の一つにおいて、前記隆起部 における前記長 さ方向の

摩擦係数 の平均偏差 が 0 . 0 1 よ りも小 さい。

[001 1] この発明の実施態様 の一つにおいて、前記第 1 繊維 と前記第 2 繊維 とが親

水化処理 されたものである。

[001 2] この発明の実施態様 の一つにおいて、前記第 1 繊維 は、芯成分 と鞘成分 と

を有 する芯鞘型の複合繊維 であ って、前記芯成分の溶融温度 が前記鞘成分の

溶融温度 よ りも高 く、径方向の断面 にあ らわれ る前記芯成分 と前記鞘成分 と

の体積比が 3 0 : 7 0 - 7 0 : 3 0 の範 囲にある。

[001 3] この発明の実施態様 の一つにおいて、前記第 2 繊維 は、芯成分 と鞘成分 と

を有 する芯鞘型の複合繊維 であ って、前記芯成分の溶融温度 が前記鞘成分の

溶融温度 よ りも高 く、前記芯成分 と前記鞘成分 との体積比が 3 0 ：7 0 - 7

0 ：3 0 の範 囲にある。

[0014] この発明の実施態様 の一つにおいて、前記第 1 繊維 における前記芯成分の

酸化チタン含有量が 0 . 5 _ 4 質量％の範 囲にあ り、前記第 2 繊維 における

前記芯成分の酸化チタン含有量が 2 _ 6 質量％の範 囲にあ って、前記第 1 繊

維 における前記酸化チタン含有量が前記第 2 繊維 における前記酸化チタン含

有量 よ りも少ない。

発明の効果

[001 5] この発明に係 る透液性不織布 は、 その上面 に長 さ方向へ延び る隆起部 を有

するものであ って、 少な くともその隆起部 では、厚 さ方向における上方部分

が 0 . 8 — 1 . 9 d t e X の第 1 繊維 によって形成 され、下方部分が 2 . 0

- 6 . 0 d t e X の第 2 繊維 によって形成 され ることによって、前記上面 は

柔軟 な肌触 りを有 する部位 になる。隆起部 は、 その下方部分が第 2 繊維 で形

成 され ることによって、体圧等 によって上方か ら圧縮 されても、圧縮 され る

前 の状態 に戻 り易い。透液性不織布が体液処理用品の内面 シ一 卜と して使用



されていて、繊度の小さい第 1 繊維が繊維間隙の小さな上方部分 を形成する

ときには、 内面シ一 卜の上 に排泄 された軟便や経血 に含 まれた固形分が内面

シー 卜の上方部分 に残 る一方、軟便や経血 に含 まれた水分は第 1 繊維 どう し

の間に生 じる毛管作用によって隆起部の頂部か らすそ野部分へ と移行 し、 さ

らにそのすそ野部分が覆 う吸収体への速やかな移行が可能 になる。

図面の簡単な説明

[ 図 1] 透液性不織布が使用されている使 い捨ておむつの部分破断斜視図。

[ 図2 ] 図 1 の I I _ I I 線切断面 を示す図。

[ 図3 ] 内面シ一 卜の部分拡大図。

[ 図4] 内面 シ一 卜して使用される透液性不織布の製造工程図。

[ 図5] マ二ホール ドを示す図。

[ 図6] ( a ) と （b ) とによって、サ クシ ヨン ドラムの外筒の態様 を部分的に

例示する図。

[ 図7] 透液性不織布 における隆起部の ピッチの測定方法 を示す図。

[ 図8] 軟便水分の透過量の測定方法 を示す図。

[ 図9] 内面 シ一 卜の一態様 を例示する図 3 と同様な図。

[ 図 10 ] 内面シ一 卜の断面写真。

[ 図 11] 不織布 における断面観察位置 を示す図。

[ 図 12] 実施例 2 の不織布の断面 s e c . を 3 0 倍 に拡大 して示す写真。

[ 図 13] 繊維 の端面 を明示 した図 1 2 の写真。

[ 図 14] ( a ) は図 1 2 における繊維の端面の分布数 を示す図、 （b ) は （a

) における端面の分布数 を図式化 して示す図。

[ 図 15] 実施例 2 の不織布の断面 s e c . 2 を 3 0 倍 に拡大 して示す写真。

[ 図 16] ( a ) は図 1 5 における繊維の端面の分布数 を示す図、 （b ) は （a

) における端面の分布数 を図式化 して示す図。

[ 図 17] 実施例 2 の不織布の断面 s e c . 3 を 3 0 倍 に拡大 して示す写真。

[ 図 18] ( a ) は図 1 7 における繊維の端面の分布数 を示す図、 （b ) は （a

) における分布数 を図式化 して示す図。



[ 図 19] 比較例 2 の不織布 についての図 1 2 と同様 な図。

[ 図20] 図 1 9 の不織布 についての図 1 4 と同様 な図。

[ 図 2 1 ] 比較例 2 の不織布 についての図 1 5 と同様 な図。

[ 図22] 図 2 1 の不織布 についての図 1 6 と同様 な図。

[ 図23] 比較例 2 の不織布 についての図 1 7 と同様 な図。

[ 図24] 図 2 3 の不織布 についての図 1 8 と同様 な図。

発明を実施するための形態

[001 7] この発明に係 る透液性不織布の使用例 である開放型の使 い捨 ておむつを使

用 してその透液性不織布の詳細 を説明すると、以下の とお りである。

[001 8] 図 1 に例示の開放型使 い捨 ておむつ 1 は、砂時計型のシャシ一 2 と、 シャ

シ一 2 に取 り付 け られた矩形 の吸収部 3 とを有 し、 おむつ 1 の長 さ方向 L D

と幅方向W D と厚 さ方向 T D とのそれぞれが双頭矢印で示 されている。 図示

例 のおむつ 1 において、長 さ方向 L D は、前後方向 L D と呼ばれ ることがあ

る。厚 さ方向 T D の上方 はおむつ 1 の内面側 を意味 し、厚 さ方向 T D の下方

はおむつ 1 の外面側 を意味 している。

[001 9] シ ャシ一 2 は、前後方向 L D の前方 に前胴 回 り域 6 を有 し、後方 に後胴 回

り域 7 を有 し、前後胴 回 り域 6 ， 7 の間には股下域 8 が介在 している。後胴

回 り域 7 の両側縁部 9 には、テー プファスナ 1 1 が取 り付 け られている。 シ

ヤシ一 2 は、熱可塑性合成繊維 で形成 された不織布や熱可塑性合成樹脂 で形

成 された フイルム、 これ ら不織布 とフイルム との積層体等 によって作 られて

いる。 シャシ一 2 の一例 において、熱可塑性合成繊維 にはポ リエチ レン繊維

やポ リプロピレン繊維、 ポ リエチ レンとポ リプロピレンとの複合繊維、 ポ リ

エチ レンとポ リエステル との複合繊維等が使用 され、 フイルムにはポ リエチ

レンが使用 され る。

[0020] 吸収部 3 は、体液 吸収性 の芯材 1 3 と、芯材 1 3 の上面 1 4 を被覆 する透

液性 の内面 シ一 卜1 6 と、芯材 1 3 の下面 1 5 を被覆 する不透液性 の外面 シ

— 卜1 7 とを有 する。 内面 シ一 卜1 6 と外面 シ一 卜1 7 とは、芯材 1 3 の周

縁 か ら延 出 して互 いに重な り合 う部分 においてホ ッ 卜メル ト接着剤 （図示せ



ず）を介 して接合 している。芯材 1 3 は、粉砕パル プ等の吸水性繊維の集合

体、吸水性繊維 と高吸水性ポ リマー粒子 との集合体等の吸水性材料の集合体

1 3 a (図 2 参照）を透液性、 または透液性 に して液拡散性のラッピングシ

— 卜1 3 b で被覆することによ り作 られている。 ラッピングシ一 卜1 3 b の

—例 には、テ ィッシュぺ一パがある。芯材 1 3 に含 まれる高吸水性ポ リマ一

粒子は、使 い捨ておむつの分野 において周知のものであ って、例 えばポ リア

ク リル酸やデ ンプン—ァク リロニ 卜リル コポ リマーの加水分解物等 を使用す

ることがで きる。 内面シ一 卜1 6 は、 この発明に係 る透液性不織布 によって

作 られている。 その透液性不織布の詳細は後記の とお りである。外面シ一 卜

1 7 は、ポ リエチ レン等の熱可塑性合成樹脂のフイルムで形成 されている。

好 ま しい外面シ一 卜1 7 は、通気不透液性のフイルムで形成 されている。外

面シ一 卜1 7 はまた、不織布で形成 される場合 もあるが、 その場合のおむつ

では、不透液性のフイルムを含むシャシ一 2 が使用される。

[0021 ] シャシ一 2 と吸収部 3 との間には、股下域 8 において前後方向 L D へ伸長

状態で延びる脚回 り弾性部 1 8 が介在するとともに、後胴回 り域 7 において

幅方向W D へ伸長状態で延びる胴回 り弾性部材 1 9 が介在 している。

[0022] 図 2 に示 されたおむつ 1 の切断面の厚 さ方向 T D において、 シャシ一 2 の

上方、すなわちシャシ一 2 の内面側 には、外面シ一 卜1 7 と、芯材 1 3 と、

内面シ一 卜1 6 とが位置 している。芯材 1 3 は、集合体 1 3 a をラッピング

シ一 卜1 3 b で被覆することによ り形成 されている。 内面シ一 卜1 6 は、表

面シ一 卜と呼ばれることもあるものであ って、 ほぼ平坦 に形成 された下面 2

2 と、複数の隆起部 2 5 が幅方向W D に並ぶ上面 2 とを有 している。好 ま

しいおむつ 1 において、互いに重な り合 うシャシ一 2 と外面シ一 卜1 7 、外

面シ一 卜1 7 とラッピングシ一 卜1 3 b 、 ラッピングシ一 卜1 3 b と内面シ

— 卜1 6 は、ホ ッ トメル ト接着剤 （図示せず）を介 して接合 している。 また

、芯材 1 3 において、集合体 1 3 a とラッピングシ一 卜1 3 b もホ ッ トメル

卜接着剤 を介 して接合 していることがある。図において、隆起部 2 5 は、 そ

の存在 を明示するために大 きさが誇張 して示 されている。



[0023] 図 3 は、図 1， 2 において使用されている内面シ一 卜1 6 の部分斜視図で

ある。内面シ一 卜1 6 は、親水化処理された熱可塑性合成繊維 3 0 で形成さ

れた不織布 3 1 (図4 参照）が所要の大きさに切断されたものであって、上

面 2 には、互いに実質的に並行 して前後方向 L Dへ延びる複数条の隆起部

2 5 が形成されている。隆起部 2 5 のそれぞれは、頂部 2 6 と、頂部 2 6 か

ら幅方向W Dへ広がるすそ野部分 2 7 とを有 し、隣り合う隆起部 2 5 はすそ

野部分 2 7 どうしでつながっている。そのすそ野部分 2 7 どうしは協働 して

、前後方向 L Dへ延びる谷間部分 2 8 を形成 している。

[0024] 図 3 から明らかなように、内面シ一 卜1 6 の幅方向W D における断面には

、熱可塑性合成繊維 3 0 の一部であって繊度が小さい第 1繊維 4 1 と、繊維

3 0 の一部であって繊度の大きい第 2 繊維 4 2 とが見えている。内面シ一 卜

1 6 の厚さ方向T D において、第 1繊維 4 1 は、少なくとも隆起部 2 5 にお

いて、上面 2 1 を含む上方部分 4 3 を形成 し、第 2 繊維 4 2 は、少なくとも

隆起部 2 5 において、下面 2 2 を含む下方部分 4 4 を形成 している。第 1繊

維 4 どうしが形成する繊維間隙4 5 は、第 2 繊維 4 2 どうしが形成する繊

維間隙4 6 よりも小さくなる傾向にある。また、隣り合う隆起部 2 5 のすそ

野部分 2 7 どうしがつながることによつて形成された谷間部分 2 8 における

繊維間隙4 5 ，4 6 のそれぞれは、隆起部 2 5 の頂部 2 6 の下方に形成され

ている繊維間隙4 5 ，4 6 のそれぞれよりも小さくなる傾向にある。谷間部

分 2 8 には、ほぼ長円形を画 く透孔 5 が形成されている。透孔 5 は、そ

れぞれの谷間部分 2 8 の前後方向 L D において間欠的に並んでいる。透孔 5

1 の大きさに格別の規定はないが、好ましい透孔 5 は、前後方向 L Dの寸

法が 1 . 5 —3 . 5 m mの範囲にあり、幅方向W Dの寸法が 0 . 3 — 1 . 5

m mの範囲にある。第 1，第 2 繊維 4 1，4 2 と、繊維間隙4 5 ，4 6 との

実例は、後記図 1 0 に示されている。

[0025] 芯材 1 3 の少なくとも上面を被覆するために使用されるものである内面シ

— 卜1 6 は、単位面積当たりの質量が 1 2 _ 4 5 g / m 2の範囲にある。その

質量のうちで、第 1繊維 4 1 は 1 0 — 5 0 % を占めていることが好ましい。



第 1 繊維 4 1 には繊度が 0 . 8 — 1 . 9 d t e X の範囲にあ り、繊維長が 3

0 — 6 O m m の範囲にある芯鞘型の複合繊維が使用され、第 2 繊維 4 2 には

繊度が 2 . 0 - 6 . 0 d t e X の範囲にあ り、繊維長が 3 0 — 6 O m m の範

囲にある芯鞘型の複合繊維が使用される。ただ し、第 1 繊維 4 1 は、 その繊

度が第 2 繊維 4 2 の繊度 よ りも少な くとも 0 . 5 d t e x 小 さいものである

ことが好 ま しい。 ここでいう繊維長は、繊維 を直状 に延ば した ときの値 を意

味 している。 これ ら芯鞘型の複合繊維 には、芯成分 と鞘成分 とが同心の関係

にあるもの、 または偏心 した関係 にあるものを使用することがで きる。芯成

分 を形成する熱可塑性合成樹脂 には、鞘成分 を形成する熱可塑性合成樹脂の

溶融温度 よ りも高い溶融温度 を有するものが使用される。第 1 繊維 4 1 にお

ける芯成分 と鞘成分 との体積比は 3 0 : 7 0 - 7 0 : 3 0 の範 囲にあること

が好 ま しく、第 2 繊維 4 2 における芯成分 と鞘成分 との体積比 もまた 3 0 ：

7 0 - 7 0 : 3 0 の範 囲にあることが好 ま しい。第 1 ，第 2 繊維 4 , 4

の一例 において、芯成分 には 2 6 0 °C の融点を有するポエチ レンテ レフタ レ

— 卜 （P E T ) が使用され、鞘成分 には 1 3 0 °C の融点を有する高密度ポ リ

エチ レン （H D P E ) が使用される。

内面シ一 卜1 6 が このように形成 されているおむつ 1 では、 それが着用さ

れて軟便が排泄 されると、 内面シ一 卜1 6 の うちで隆起部 2 5 の頂部 2 6 に

ある軟便は、 それに含 まれる水分が親水化処理 されていて互いに交差 して小

さな繊維間隙 4 5 を形成 している複数条の第 1 繊維 4 を伝 ってすそ野部分

2 7 を下 りなが ら谷間部分 2 8 を透過 して芯材 1 3 に吸収 される。 また、谷

間部分 2 8 にある軟便は、 それに含 まれる水分が谷間部分 2 8 を透過 して芯

材 1 3 に吸収 される。谷間部分 2 8 は、第 1 繊維 4 1 どう し、第 2 繊維 4 2

どう し、第 1 繊維 4 と第 2 繊維 4 2 が互いに接近 した状態 にあ って厚 さも

薄いので、芯材 1 3 に向か っての水分の透過が容易である。 また、透孔 5

では、水分が内面シ一 卜1 6 を介することな く速やかに芯材 1 3 に吸収 され

る。 内面シ一 卜1 6 では、隆起部 2 5 の頂部 2 6 においても、すそ野部分 2

7 においても、軟便の うちの固形分の大部分が第 1 繊維 4 の形成する内面



シ一 卜1 6 の上方部分 4 3 にとどまっている。内面シ一 卜1 6 は、軟便をこ

のように水分と固形分とに分離 して、その水分を芯材 1 3 に吸収させること

によって、軟便を流動性の低いものに変化させることができるので、おむつ

における軟便の横漏れを防止するうえにおいて好ましい材料である。

[0027] 内面シ一 卜1 6 ではまた、繊度の大きい第 2 繊維 4 2 の存在によって隆起

部 2 5 が潰れ難いものになる。例えば、おむつ 1 の着用者の体圧によって隆

起部 2 5 が圧縮されても、その隆起部 2 5 は、体圧から解放されると、第 2

繊維 4 2 の弾性的な復元力によって元の状態、または元の状態に近い状態に

まで復帰することが可能である。このように作用する第 2 繊維 4 2 は、第 1

繊維 4 に比べて剛性が高く、おむつ 1 の着用者に柔軟な肌触 りを与え難い

ものであるが、その第 2 繊維 4 2 が形成する下方部分 4 4 は、第 2 繊維 4 2

の繊度よりも繊度が少なくとも0 . 5 d t e x 小さくて剛性の低い第 1繊維

4 の形成する内面シ一 卜1 6 の上方部分 4 3 によって覆われているので、

内面シ一 卜1 6 は、第 2 繊維 4 2 による肌への刺激が抑えられて柔軟な肌触

りを有するものになる。ただ し、第 1繊維 4 1 は、その繊度が 0 . 8 d t e

X よりも小さくなると、後記図4 の工程においてゥェプの形成が難 しくなる

。また、その繊度が 1 . 9 d t e X を越えるようになると、着用者に柔軟な

肌触 りを与えることが難 しくなる。

[0028] 内面シ一 卜1 6 は、着用 したおむつ 1 を交換 したり、廃棄 したりしょうと

するときに、体液を吸収 して汚れている芯材 1 3 の色を隠蔽 して、その色が

眼に入るのを妨げるものであることが好ましいという場合がある。内面シ一

卜1 6 の上方部分 4 3 が繊度の小さい第 1繊維 4 によって形成されていて

、第 1繊維 4 が小さな繊維間隙4 5 を形成するように集合 した状態にある

ということは、その上方部分 4 3 が繊度の大きい第 2 繊維 4 2 によって形成

されていて、第 2 繊維 4 2 どうしが大きな繊維間隙を形成 している場合と比

ベると、芯材 1 3 の色を隠蔽することを容易にする。そのような第 1繊維 4

1 では、繊維の透明度を低下させるために添加する酸化チタンの量を少量に

することができる。例えば、第 2 繊維 4 2 の如く繊度の大きい複合繊維であ



れば芯成分に対 して 4 質量％以上添加する酸化チタンの量を、第 1 繊維 4

の芯成分では 4 質量％未満にまで下げることができる。好ま しい第 1 繊維 4

1 における芯成分の酸化チタン含有量は 0 . 5 _ 4 質量％の範囲にあ り、好

ま しい第 2 繊維 4 における芯成分の酸化チタン含有量は 2 _ 6 質量％の範

囲にあって、第 1 繊維 4 1 におけるその酸化チタン含有量は、第 2 繊維 4 2

におけるその酸化チタン含有量よりも少ない。なお、酸化チタンは、芯成分

に代えて鞘成分に添加 した り、芯成分 と鞘成分 とに添加 した りすることもで

きる。

[0029] 図 4 に示された工程で得 られる透液性不織布 3 1 は、それが所要の寸法に

裁断されることによって、内面シ一 卜1 6 となる。その図 4 の工程 を説明す

ると、以下のとお りである。

[0030] 図 4 の第 1 工程 1 0 1 では、第 2 繊維 4 2 を第 1 カー ド機 2 0 1 に供給 し

、第 1 ウェブ 2 を得 る。

[0031 ] 第 2 工程 1 0 2 では、第 1 繊維 4 1 を第 2 カー ド機 2 0 2 に供給 し、第 2

ウェブ 2 2 を得て、それを第 1 ウェブ 2 に重ね、複合 ウェブ 2 3 を

得 る。

[0032] 第 3 工程 1 0 3 では、複合 ウェブ 2 1 3 をサクシ ヨン ドラム 2 0 3 の周面

に載せる。サクシ ヨン ドラム 2 0 3 は、固定された状態にある内筒 2 0 3 a

と、内筒 2 0 3 a と同心であって機械方向M Dへ回転する通気性の外筒 2 0

3 b とを有する。複合 ウェブ 2 3 は、外筒 2 0 3 b の周面に載せ られて外

筒 2 0 3 b とともに所要の速度で、例えば 1 0 0 m / m i n の速度で機械方

向M Dへ進む。内筒 2 0 3 a には、サクシ ヨンゾーン 2 0 3 c が形成 されて

いる。サクシ ヨンゾーン 2 0 3 c の上方には、第 1 マ二ホール ド2 0 4 と第

2 マ二ホール ド2 0 5 とが設置され、サクシ ヨンゾーン 2 0 3 c と第 1 ，第

2 マ二ホール ド2 0 4 ， 2 0 5 との間に外筒 2 0 3 b が介在 している。第 1

，第 2 マ二ホール ド2 0 4 ， 2 0 5 のそれぞれは、サクシ ヨン ドラム 2 0 3

の軸方向、すなわち機械方向M D に直交する交差方向C D (図 5 参照）に所

要の ピッチ p 2で並ぶ複数のノズル 2 0 4 a ， 2 0 5 a (図 5 参照）を有する



。第 1 マ二ホール ド2 0 4 の ノズル 2 0 4 a と第 2 マ二ホール ド2 0 5 の ノ

ズル 2 0 5 a とは、機械方向M D と平行 となるように整列 していて、各 ノズ

ルが所要の開口径、例 えば直径 1 m m を有 している。第 1 マ二ホール ド2 0

4 の各 ノズル 2 0 4 a か らは所要温度、例 えば 2 0 0 °C に設定された加熱機

(図示せず）を通過 した加熱空気が第 1 ジエツ 卜エア 2 0 6 とな って複合 ゥ

エブ 2 3 に向か って嘖射 される。第 1 ジエツ 卜エア 2 0 6 の嘖射量は、嘖

射圧力によって調整 され、複合 ウェブ 2 3 の単位表面積 に対 して例 えば 1

O N I / m 2 の割合で嘖射 される。続 いて、第 2 マ二ホール ド2 0 5 の各 ノズ

ル 2 0 5 a か らは、所要温度、例 えば 2 8 0 °C に設定された加熱機 （図示せ

ず）を通過 した加熱空気が第 2 ジエツ 卜エア 2 0 7 とな って複合 ウェブ 2

3 に向か って嘖射 される。第 2 ジェッ トエア 2 0 7 は、嘖射圧力を調整 され

て、複合 ウェブ 2 3 の単位表面積 に対 して例 えば 2 3 N I / m 2 の割合で嘖

射 される。複合 ウェブ 2 3 では、第 1 ジエツ 卜エア 2 0 6 と第 2 ジエツ 卜

エア 2 0 7 とが順次嘖射 されることによって、 ノズル 2 0 4 a ， 2 0 5 a の

直下に位置する第 1 繊維 4 と第 2 繊維 4 2 とが複合 ウェブ 2 3 の幅方向

へ順次移動 して、 ノズルの直下には第 1 次の谷部が予め形成 され、交差方向

C D に並ぶ ノズル 2 0 4 a とノズル 2 0 4 a 、 および ノズル 2 0 5 a とノズ

ル 2 0 5 a との間には第 1 次の隆起部が予め形成 される。

図 4 の第 4 工程 1 0 4 では、複合 ウェブ 2 1 3 が ドライヤー 2 0 8 を通過

する。 ドライヤー 2 0 8 では、第 1 繊維 4 1 および / または第 2 繊維 4 2 の

表面 を溶融 させることので きる温度の加熱空気 2 0 9 が複合 ウェブ 2 3 に

吹 き付 け られて、第 1 繊維 4 1 どう しが溶着 し、 よ り好 ま しくは第 2 繊維 4

どう しも溶着 し、 さ らに好 ま しくは第 1 繊維 4 と第 2 繊維 4 2 も溶着 し

て、既 に形成 されている第 1 次の隆起部や第 1 次の谷部が容易に変形するこ

とのない安定 した状態 に変化 している第 2 次の隆起部 と第 2 次の谷部 とにな

る。 これ ら第 2 次の隆起部 と第 2 次の谷部 とは、不織布 3 1 の隆起部 2 5 と

谷部 2 8 とになる。 ドライヤー 2 0 8 の機械方向M D における寸法は、複合

ウェブ 2 3 に対 して加熱空気 2 0 9 を所要時間吹 き付 けることがで きるよ



うに調整されている。 ドライヤー 2 0 8 ではまた、機械方向M Dへ走行する

無端ベル 卜2 0 8 a の下方において加熱空気 2 0 9 に対するサクシヨンを作

用させることができる。

[0034] ドライヤー 2 0 8 を出た複合ウェブ2 1 3 は、それが室温にまで冷却され

ることによって内面シ一 卜1 6 として使用することのできる透液性不織布 3

となる。

[0035] 図 5 は、図4 に例示の第 1，第 2 マ二ホール ド2 0 4 ， 2 0 5 におけるノ

ズル 2 0 4 a ， 2 0 5 a の位置を示す図である。第 1，第 2 マ二ホール ド2

0 4 ， 2 0 5 は機械方向M D に直交する交差方向C Dへ延びていて、ノズル

2 0 4 a とノズル 2 0 5 a とが機械方向M D において整列 している。交差方

向C Dへ並ぶノズル 2 0 4 a およびノズル 2 0 5 a のピッチ （中心間距離）

は p 2である。

[0036] 図 6 の （a ) ， （b ) は、図4 に例示のサクシヨン ドラム 2 0 3 における

外筒 2 0 3 b の周面の部分図であって、その周面に形成される通気性の透孔

2 2 3 が分布する態様を示 している。図 6 の （a ) では、外筒 2 0 3 b の周

面に0 . 2 _ 1 m mの直径を有する透孔 2 2 3 が一様に分布 している。周面

において透孔 2 2 3 が占める面積率は 1 5 —4 0 %であることが好ましい。

図 6 の （b ) では、外筒 2 0 3 b の周面に透孔 2 2 3 が集合 して形成される

開孔部 2 と非開孔部 2 2 2 とが周方向で交互に現れるように （図 6 では

、機械方向M Dで交互に現れるように）形成されている。外筒 2 0 3 b の一

例において、開孔部 2 2 1 は、周方向の寸法が 2 _ 4 m mであって、交差方

向C Dの全体に延びている。非開孔部 2 2 2 は、周方向の寸法が 1 . 5 _ 3

m mであって、交差方向C Dの全体に延びている。図 6 の （b ) の態様にあ

る外筒 2 0 3 b は、図 3 の態様の内面シ一 卜1 6 を得るときに使用され、図

6 の （a ) の態様にある外筒 2 0 3 b は、後記図 9 に例示の内面シ一 卜1 6

を得るときに使用される。第 3 工程 1 0 3 で図 6 の （b ) の態様の外筒 2 0

3 b を使用 して、非開孔部 2 2 2 に位置する複合ウェブ2 1 3 に第 1 ，第 2

ジェットエア2 0 6 ， 2 0 7 が作用すると、第 1繊維 4 1 と第 2 繊維 4 2 と



が交差方向C Dの両側へ移動 して透孔 5 1 (図 3 参照）が形成される。

[0037] (実施例）

図4 の工程を使用 して実施例としての透液性不織布を製造 し、その透液性

不織布については以下に示す項目の評価をした。また、比較例としての不織

布も併せて製造 し、実施例と同様に評価 した。実施例と比較例との不織布の

製造条件および評価結果は、表 1 のとおりであった。製造条件には、第 1繊

維 4 と第 2 繊維 4 2 との繊度の差、第 1繊維 4 と第 2 繊維 4 2 とについ

ての単位面積当たりの質量の和、その質量の和において第 1繊維 4 が占め

る質量割合も示されている。また、表 1 における 「ジェットエア処理の有無

」とは、図4 の工程における第 1 ジェットエア2 0 6 と第 2 ジェットエア2

0 7 との使用の有無を意味 している。

[0038] 表 1 には、これらの他に、不織布の態様も示されている。その態様のうち

の 「厚さ方向の構造」における 「タイプ I I 」とは、透液性不織布の厚さ方

向における上方部分 4 3 と下方部分 4 4 (図 2 参照）とが繊度の異なる第 1

繊維 4 と第 2 繊維 4 2 とによって形成されていることを意味 している。 「

タイプ I 」とは、不織布を形成 しているものが第 1繊維 4 1 または第 2 繊維

4 2 であって、その不織布がタイプ I I のような上方部分 4 3 と下方部分 4

4 とを含んでいないことを意味 している。 「隆起部の有無」とは、図 2 に例

示の隆起部 4 5 が形成されているか否かを示 している。 「隆起部の有無」に

おいて、 「無 （平坦）」である不織布は、図4 の工程から第 3 工程 1 0 3 が

省いてある工程で得 られたものである。 「隆起部のピッチ」とは、実施例の

透液性不織布と比較例の不織布に形成されている複数条の隆起部 2 5 のピッ

チ ロ，（中心間距離、図 2 参照）を意味 している。ただ し、そのピッチ P l は

、次の手順に従って測定される値である （図 7 参照）。

[0039] 隆起部 2 5 のピッチ 丄の測定手順

1 . 図 7 に示された 1 5 0 m m X 1 5 0 m mのステンレススチール板に赤

色水彩絵の具を一様に塗布する。

2 . O O m m X 0 0 m mの透液性不織布を用意 し、隆起部がステ ンレ



ススチール板 と向かい合 うように して、 そのステ ンレススチール板の上 に置

< o

3 . 透液性不織布 に 1 0 g f / c m 2 の圧がかかるように、 1 k g の錘 を透

液性不織布 に載せる。

4 . 錘 を外 し、隆起部の頂部が赤色 に着色 されている透液性不織布の上 に

O O m m X 1 0 0 m m の ろ紙 （ア ドバ ンテ ック東洋 （株）製 G R A D E

2 ) を載せ、 その ろ紙の上 に 1 0 g f / c m 2 の圧がかかるように、 1 k g の

錘 を置いて 1 0 秒 間放置する。

5 . 透液性不織布か ら錘 とろ紙 とを外 し、隆起部の赤色が線 とな って転写

されているろ紙 を得 る。

6 . その ろ紙 において、任意 に選んだ赤色の線 と、 その線か ら 1 1 本 目の

線 とについて、線の幅方向の中心 を定めて、両線 における中心間距離 を測定

し、 その距離の 1 / 1 0 を ピッチ p ，とする。

7 . 比較例の不織布 についても隆起部の ピッチを同様 に測定する。

表 1 の 「不織布の態様」における 「透孔の有無」 とは、図 4 の第 3 工程 1

0 3 において、サ クシ ヨン ドラム 2 0 3 の外筒 2 0 3 b に図 6 の （a ) に例

示のものを使用 したか、図 6 の （b ) に例示のものを使用 したかの違いを示

している。外筒 2 0 3 b が図 6 の （a ) の態様のものであるときには、後記

図 9 に例示の如 き内面シ一 卜1 6 (透液性不織布 3 1 ) が得 られ、透液性不

織布 3 1 、 すなわち内面シ一 卜1 6 の谷部 2 8 では、 その上面 2 1 に第 1 繊

維 4 1 が一様 に分布 している。外筒 2 0 3 b が図 6 の （b ) の態様のもので

あるときには、図 3 に例示の内面シ一 卜1 6 (透液性不織布 3 1 ) の如 く、

谷部 2 8 に長円形の透孔 5 が形成 される。

M i

1 . 厚 さと比容積

( 1 ) 0 0 m m X 0 0 m m の大 きさの透液性不織布 に 3 g f / c m 2 の荷

重 をかけた状態で厚 さを測定 し、 1 0 枚 の透液性不織布 についての測定値の

平均値 を 3 g f / c m 2荷重下の厚 さ （t 。） と した。



( 2 ) 1 0 O m m X 1 0 0 m m の大 きさの透液性不織布 1 0 枚 の質量か ら、

1 枚 当た りの質量 （w 0 ) を g / c m 2 の単位で求め、 。 « 。の値 を 3 9 于

/ c m 2 の荷重下における比容積 と した。

( 3 ) 1 0 O m m X 1 0 0 m m の大 きさの透液性不織布 を 1 0 枚重ねて 3 0

0 0 g f の荷重 をかけた状態で厚 さを測定 し、 その厚 さの 1 / 1 0 を透液性

不織布の 3 0 g f / c m 2荷重下における圧縮時の厚 さ （t ，） と した。

( 4 ) 透液性不織布 についての t w 。の値 を 3 0 g f / c m 2の荷重下にお

ける圧縮時の比容積 と した。

. 軟便水分の透過量

( ) 軟便 と して、下記組成の人工軟便 を使用 した。

塩化ナ トリウム . 0

グ リセ リン 0 . 0

カルボキシメチルセル ロースのナ 卜リゥ厶塩 . 0

セル ロースパ ウダー . 5

T i t o r - x - 1 0 0 0 . 0 5

食用色素 黄色 5 巧 0 . 0 5

イオ ン交換水 8 6 . 4

( 2 ) 透過量 を測定するための部材 を下記の要領 で図 8 の如 くに整 えた。た

だ し、図 8 では互いに重な り合 う透液性不織布や ろ紙等の存在 を明示するた

めに、部材 どう しが図の上下方向へ離間 した状態で示 されている。

a . 1 0 O m m X 1 0 O m m の大 きさの ろ紙 （ァ ドバ ンテ ック東洋 （株）

製の G R A D E 2 ) を少な くとも 1 0 枚重ねて ろ紙全体の質量 を電子天秤で

測定する （質量 A ) 。

b . 重ねた ろ紙の上 に 1 O O m m X l 0 0 m m の大 きさの透液性不織布 を

載せる。

透液性不織布の上 に、台座 に固定されている内径 2 0 m m の円筒 を載

せる。

d . 内筒 に 5 g の人工軟便 を 5 秒 間で注入する。



e . その後、各部材を 1分間静置 し、続いて円筒が固定されている台座と

ろ紙とを透液性不織布から取り去る。

f . ろ紙全体の質量を電子天秤で測定する （質量 B ) 。

9 . 軟便水分の透過量を次式によって求める。

軟便水分の透過量= (質量 B ) (質量 A )

h . —種類の透液性不織布について、軟便水分の透過量を 5 回測定 し、 5

回の測定値の平均値をその透液性不織布についての軟便水分の透過量とする

[0042] 3 . 摩擦係数の平均偏差

( 1 ) 平均偏差を求めるには、力 卜一テック （株）製の表面試験器 K E S —

F B シリーズを使用する。この試験器の設定条件および使用方法は、その取

扱い説明書に記載のとおりとする。

( 2 ) 測定環境は 2 0 °C、相対湿度 6 5 % に設定する。

( 3 ) 摩擦係数測定用の接触子には、直径 0 . 5 m mのピアノ線を 1 0 本並

ベて測定試料に対する接触面積が 5 m m X 5 m mであるものを使用する。接

触子は、 5 0 g f の加重を加え、水平な状態で 2 0 g f / c mの張力を作用

させてある測定試料 （透液性不織布）に圧着させ、張力の作用する方向に 1

m m/ 秒の速度で 2 c m移動させる。接触子を移動させる間の摩擦係数とそ

の平均偏差とを求める。透液性不織布の摩擦係数は、図 2 の隆起部 2 5 が延

びる方向、すなわち図4 における機械方向M D においてのみ測定する。

( 4 ) 摩擦係数の平均偏差が小さい透液性不織布は、隆起部 2 5 における機

械方向M Dの摩擦係数の変化が小さくて滑らかな肌触 りを有するものである

[0043] (実施例 1 )

図4 の第 1工程 1 0 1 において、第 1 カー ド機 2 0 1 に第 2 繊維 4 2 とし

て下記構成の複合繊維を供給 して、単位面積当たりの質量が 1 8 g / m 2の第

1 ウェブ2 1 を得た。

芯成分 ：ポリエチレンテレフタレ一 卜 （P E T 、融点 2 6 0 °C )



鞘成分 ：高密度ポリエチレン （H D P E、融点 1 3 0 °C )

芯成分と鞘成分の容積比率 ： 4 0 : 6 0

芯成分に対する酸化チタン添加量 ：4 質量％

繊度 ：2 . 2 d t e X

繊維長 ：4 5 m m

捲縮数 ：1 7 / インチ

親水化処理剤塗布量 ：0 . 4 質量％

[0044] 図 4 の第 2 工程 1 0 2 の第 2 カー ド機 2 0 2 には、第 1繊維 4 として、

下記構成の複合繊維を供給 して、単位面積当たりの質量が 7 g / m 2の第 2 ゥ

エブ2 1 2 を得た。

芯成分 ：P E T (融点 2 6 0 °C )

鞘成分 ：H D P E (融点 1 3 0 °C )

芯成分と鞘成分の容積比率 ： 5 0 : 5 0

芯成分に対する酸化チタン添加量 ：2 . 5 質量％

繊度 ：1 . 7 d t e X

繊維長 ：4 5 m m

捲縮数 ：1 7 / インチ

親水化処理剤塗布量 ：0 . 4 質量％

[0045] 図 4 の第 3 工程 1 0 3 では、サクシヨン ドラム 2 0 3 における外筒 2 0 3

b に図 6 の （b ) の周面を適用 し、第 1，第 2 マ二ホール ド2 0 4 ， 2 0 5

の使用条件を下記のとおりに設定 した。図 6 の （b ) では、開孔部 2 2 1 の

周方向の寸法を2 . 6 m m、非開孔部 2 2 2 の周方向の寸法を2 . 4 m mに

設定 した。外筒 2 0 3 b において、透孔 2 2 3 が占める面積率は、 2 2 .

6 %であった。

[0046] 第 1 マ二ホール ド

空気加熱機 （図示せず）の設定温度 ：2 0 0 °C

複合ウェブ2 3 の単位面積に対する第 1 ジエツ卜エア2 0 6 の

嘖射量 ：1 0 . 0 0 N I / m 2



ノズル開口径 ：1 m m

ノズル ピッチ ：3 m m

[0047] 第 2 マ二ホール ド

空気加熱機 （図示せず）の設定温度 ：2 8 0 °C

複合ウェブ 2 3 の単位面積に対する第 2 ジエツ 卜エア 2 0 7 の

嘖射量 ：2 3 . 3 3 N I / m 2

ノズル開口径 ：1 m m

ノズル ピッチ ：3 m m

[0048] 図 4 の第 4 工程 1 0 4 の ドライヤー 2 0 8 では、空気温度を 1 3 5 °C に設

定 し、複合ウェブ 2 3 を 5 秒間滞在させた。

[0049] 図 4 の工程において、第 1 ウェブ 2 1 、第 2 ウェブ 2 2 、複合ウェブ

2 1 3 は 1 0 0 m / m i n の速度で機械方向へ走行させた。

[0050] 上記条件によって得 られた実施例 1 の透液性不織布の構成 と評価結果 とは

表 1 のとおりであった。

[0051 ] (実施例 2 )

第 2 繊維 4 2 が繊度 3 . 3 d t e x 、繊維長 3 8 m m、捲縮数 1 5 / イン

チのものである以外は、実施例 1 と同様に して実施例 2 の透液性不織布を得

た。実施例 2 の透液性不織布については、 コクョカッターナイフH A — 7 N

B (商品名）用の標準替え刃 H A — O O B を使用 して透孔 5 1 と 5 1 との

間において交差方向C Dへ切断することにより得 られた切断面を電子顕微鏡

(キ一エンス社製 リアルサ一フェスビュー顕微鏡 V E — 7 8 0 0 ) で観察 し

、切断面の 3 0 倍の拡大写真を撮影 した。その拡大写真は、図 1 0 と して示

されている。その切断面は、図 3 に現れている断面に相当するものであるが

、写真の透液性不織布は、その下面が両面粘着テープを介 して水平な面に固

定されている。拡大写真には、複数条の水平線 と複数条の垂直線 とが、それ

ぞれ 0 . 5 m mの中心間距離で引かれている。

[0052] 図 3 と図 1 0 とを対比 して明 らかなように、透液性不織布の写真において

も、図 3 と同様な隆起部 2 5 、頂部 2 6 、すそ野部分 2 7 、繊度の小さい第



1繊維 4 1、繊度の大きい第 2 繊維 4 2 、第 1繊維 4 1 が形成する上方部分

4 3 と繊維間隙4 5 、第 2 繊維 4 2 が形成する下方部分 4 4 と繊維間隙4 6

等の存在を認めることができる。

[0053] (実施例 3 )

第 2 繊維 4 2 が繊度 4 . 4 d t e x 、繊維長 3 8 m m、捲縮数 1 5 / イン

チのものである以外は、実施例 1 と同様にして実施例 3 の透液性不織布を得

た。

[0054] (実施例 4 )

第 2 繊維 4 1 と第 2 繊維 4 2 との単位面積当たりの質量 （使用量）を変化

させた以外は実施例 3 と同様にして実施例 4 の透液性不織布を得た。

[0055] (実施例 5 )

第 2 繊維 4 2 が繊度 5 . 6 d t e x 、繊維長 3 8 m m、捲縮数 1 5 / イン

チのものである以外は、実施例 1 と同様にして実施例 5 の透液性不織布を得

た。

[0056] (実施例 6 )

第 1繊維 4 が繊度 1 . 9 d t e x のものである以外は、実施例 2 と同様

にして実施例 6 の透液性不織布を得た。

[0057] (実施例 7 )

図4 の第 3 工程 1 0 3 において、第 1，第 2 マ二ホール ド2 0 4 ， 2 0 5

のノズルピッチ p 2を4 m mにして、透液性不織布に形成される隆起部 2 5 の

ピッチ を4 m mに変更 した以外は、実施例 1 と同様にして実施例 7 の透液

性不織布を得た。

[0058] (実施例 8 )

第 1繊維 4 が繊度 1 . 1 d t e x のものである以外は、実施例 1 と同様

にして実施例 8 の透液性不織布を得た。

[0059] (実施例 9 )

第 1繊維 4 1 が繊度 1 . 1 d t e x のものであり、隆起部のピッチを4 m

mにしたこと以外は、実施例 1 と同様にして実施例 9 の透液性不織布を得た



[0060] (実施例 1 0 ， 1 1 ， 1 2 )

第 1 繊維 4 1 が繊度 1 . , 1 . 4 ， 1 . 6 d t e X のものである以外は

、実施例 1 と同様に して、実施例 1 0 ， 1 1 ， 1 2 の不織布を得た。

[0061 ] (実施例 1 3 )

第 1 繊維 4 1 と して、芯成分がポ リプロピレン （P P ) であ り、鞘成分が

高密度ポ リエチ レン （H D P E ) であって、繊度が 1 . O d t e x である偏

芯型の芯鞘複合繊維を使用 した以外は実施例 1 と同様に して実施例 1 3 の透

液性不織布を得た。

[0062] (実施例 1 4 )

第 1 繊維 4 が繊度 1 . 3 d t e x のものであること以外は、実施例 1 3

と同様に して実施例 1 4 の透液性不織布を得た。

[0063] (実施例 5 )

第 1 繊維 4 が繊度 1 . 7 d t e x のものであること以外は、実施例 1 3

と同様に して実施例 1 5 の透液性不織布を得た。

[0064] (実施例 1 6 )

図 4 の第 3 工程 1 0 3 におけるサクシ ョン ドラム 2 0 3 の外筒 2 0 3 匕に

図 6 の （a ) の周面を適用 したこと以外は、実施例 1 と同様に して実施例 1

6 の不織布を得た。 この不織布は、図 3 における透孔 5 1 に相当する透孔を

持たないものである。

[0065] (比較例）

比較例 としての不織布を下記のように して得て、実施例の透液性不織布 と

同様に評価 した。

[0066] (比較例 1 )

図 4 の工程において、実施例 1 の第 2 繊維 4 2 と、第 1 ，第 3 工程 1 0 1

， 1 0 3 とを使用 しなかったこと以外は実施例 1 と同様に して、第 1繊維 4

のみで形成され、単位面積当た りの質量が 2 5 g / m 2である比較例 1 の不

織布を得た。第 3 工程 1 0 3 を使用 しなかったこの不織布は、隆起部が形成



されておらず、上面と下面とが平坦なものであった。

[0067] (比較例 2 )

図4 の工程において、第 3 工程 1 0 3 を使用 したこと以外は、比較例 1 と

同様にして比較例 2 の不織布を得た。

[0068] (比較例 3 )

図4 の工程において、第 3 工程 1 0 3 を使用 しなかったこと以外は、実施

例 1 と同様にして比較例 3 の不織布を得た。この不織布は、上面と下面とが

平坦なものであった。

[0069] (比較例 4 )

実施例 4 の第 1繊維 4 1 が繊度 2 . 2 d t e x のものであり、第 2 繊維 4

2 が繊度 3 . 3 d t e X のものであること以外は、実施例 4 と同様にして比

較例 4 の不織布を得た。

[0070]



[ 表 1]

使 い捨ておむつ 1 の内面 シ一 卜 1 6 を例 に して説明 した この発明に係 る透

液性不織布 3 は、生理用ナプキンや吸尿パ ッ ド等の体液処理用品における



内面シ一 卜しても使用することができる。生理用ナプキンの内面シ一 卜とし

て使用 したときの透液性不織布 3 は、経血を水分と固形分とに分離 して、

その水分のみを吸液性の芯材に吸収させることができる。

[0072] 図 1 1 は、透液性不織布 3 の断面観察をしたときの断面の位置を示す図

3 と同様な図である。図において、断面 s e c . 1 は、隆起部 2 5 と、その

両側に形成されたすそ野部分 2 7 と、同 じく両側に形成された谷間部分 2 8

とを含む透液性不織布 3 の幅方向W Dへ広がる断面を意味 している。断面

s e c . 2 は、隆起部 2 5 の頂部 2 6 において前後方向 L Dへ広がる断面を

意味 している。断面 s e c . 3 は、両側に形成されたすそ野部分 2 7 のうち

の一方において前後方向 L Dへ広がる断面を意味 している。断面観察の対象

とした透液性不織布 3 1 は、表 1 に記載の実施例 2 の不織布である。なお、

比較のために、比較例 2 の不織布も断面観察の対象とした。観察の対象とす

る断面の作成と観察とには、図 1 0 の拡大写真を撮影 したときと同一の道具

と手順とを採用 した。

[0073] 図 1 2 は、実施例 2 の不織布 3 において任意に抽出した隆起部 2 5 と、

その隆起部 2 5 におけるすそ野部分 2 7 と、その隆起部 2 5 における谷間部

分 2 8 とを含む断面 s e c . をリアルサ一フェスビュー顕微鏡 V E _ 7 8

0 0 で 3 0 倍に拡大 して撮影 したときの写真である。不織布 3 は、その下

面 2 2 が両面粘着テープ7 を介 して水平な面 7 2 に固定されている。写真

には断面 s e c . に対する目盛として多数の水平線と垂直線とが示されて

いる。互いに隣接する水平線どうしおよび垂直線どうしの中心間距離は0 .

2 m mである。水平線と垂直線とによって形成されている各区画には、 A ，

B，C ， ' の符号が幅方向W D に付されており、 a ， b ， c ， の

符号が厚さ方向T D に付されている。厚さ方向T Dの区画 a ， b ， c ，

は、両面テープ7 1 の上面から始まる区画である。

[0074] 図 1 2 の断面 s e c . 1 には、観察された第 1繊維 4 1 と第 2 繊維 4 2 と

の端面 8 3 が多数見えている。それぞれの端面 8 3 の位置は、断面 s e c .

1 の 3 0 倍の写真をリアルサ一フェスビュー顕微鏡 V E _ 7 8 0 0 でさらに



0 0 倍に拡大することによって確認 した。

[0075] 図 1 3 は、断面 s e c . 1 に端面 8 3 が存在することの理解を容易にする

ための参考図である。その図 1 3 は、図 1 2 における写真と同一の写真であ

るが、図 1 3 の写真では、端面 8 3 のそれぞれを白色の縁のついた黒色の丸

印で示すことによって、端面 8 3 が明示 してある。

[0076] 図 1 4 は、図 1 2 の観察結果を示すもので、図 1 4 の （a ) は図 1 2 にお

いて幅方向W Dの区画A ，B，C ， のそれぞれと、厚さ方向T Dの区

画 a ， b ， c ， のそれぞれとが交差 して形成するゾーンA a ，A b ,

，B a , B b ， ，R a , R b ， ，R ί のそれぞれにおい

て観察された端面 8 3 の個数を示 している。すなわち、図 1 4 の （a ) は、

図 1 2 に示された隆起部 2 5 と、すそ野部分 2 7 と、谷間部分 2 8 とにおけ

る端面 8 3 の個数の分布を示 している。

[0077] 図 1 4 の （b ) は、図 1 4 の （a ) の各ゾーンに存在する端面 8 3 の個数

に応 じて変化するゾーンの暗さのスケールを作成 し、そのスケールを図 1 4

の （a ) の各ゾーンに適用 したときの結果を示 している。それぞれのゾーン

における斜線の本数が多くてゾ一ンが暗く見えるほど、そのゾ一ンには多数

の端面 8 3 が存在することを意味 している。

[0078] 図 1 2 ， 1 4 において、端面 8 3 の個数が、隆起部 2 5 とすそ野部分 2 7

とでは、不織布 3 の上面 2 に近い部分に多くて下面 2 2 に近い部分には

少ないことが明らかである。このことから、第 1繊維 4 1 と第 2 繊維 4 2 と

は、上面 2 1 に近い部分に多く集まる傾向にあると考えられる。谷間部分 2

8 では、端面 8 3 が上面 2 と下面 2 2 との間においてほぼ一様に分布 して

いる。隆起部 2 5 において、第 1繊維 4 1 と第 2 繊維 4 2 とは、厚さ方向T

Dの上方に向かって凸となる弧を画 くように集積 している。両面テープ7

の直上には、大きな空隙 8 5 (図 1 2 参照）が形成されているように見える

[0079] 図 1 5 は、実施例 2 の不織布 3 において任意に抽出した隆起部 2 5 につ

いての断面 s e c . 2 を3 0 倍に拡大 して撮影 した写真である。断面 s e c



. 2 の 3 0 倍の写真 については、断面 s e c . 1 の場合 と同様 に 1 0 0 倍に

拡大することによって、端面 8 3 の存在 を確認 した。ただ し、図 1 5 では、

端面 8 3 を明示するための図 1 3 と同様な黒点は示されていない。図 1 5 の

写真 には、図 1 2 の写真 と同様 に、断面 s e c . 2 に対 して水平線 と垂直線

とが示されている。水平線 どう し、垂直線 どう しの中心間距離は 0 . 2 m m

である。 これ らの線 によって形成 される区画には、 A ，B ， ' R と a ，

b ， i の符号が付されている。

[0080] 図 1 6 の （a ) は、図 1 5 におけるゾーンA a , A b , A i , B a

，B b ， - - B i , - - R a , R b ， R i のそれぞれにおいて観

察された端面 8 3 の個数 を示す図 1 4 の （a ) と同様な図である。

[0081 ] 図 1 6 の （b ) は、図 1 4 の （b ) と同様 に して作成 したゾーンの暗さの

スケールを図 1 6 の （a ) の各 ゾーンに適用 したときの結果を示 している。

[0082] 図 1 5 ， 6 か ら明 らかなように、端面 8 3 の多 くは、隆起部 2 5 の上面

2 1 に近い部分にあ り、下面 2 2 に近い部分にあるものは僅かである。 これ

らのことは、不織布 3 における第 1 ，第 2 繊維 4 ，4 2 が、上面 2 に

近い部分に密集 していることを意味すると考 え られる。不織布 3 の前後方

向 L D において、端面 8 3 の分布はほぼ一様である。

[0083] 図 1 7 ， 1 8 は、実施例 2 の不織布において任意に抽出 した隆起部 2 5 に

ついての断面 s e c . 3 における端面 8 3 の個数 を図 1 5 ， 1 6 と同様 に し

て示す図である。端面 8 3 は、不織布 3 1 の前後方向 L D において一様 に分

布 し、厚 さ方向 T D においては不織布 3 の下面 2 2 に近い部分に多 く集 ま

るィ頃向にある。

[0084] 図 1 9 — 2 4 は、比較例 2 の不織布における断面の観察結果を示す図であ

る。 これ らの図のうちの図 1 9 ， 2 0 は、実施例 2 の不織布における断面 s

e c . の観察の場合 と同様 に して、比較例 2 の不織布の幅方向断面を 3 0

倍に拡大 した写真 を撮影 し、その写真 をさらに 1 0 0 倍に拡大 して繊維の端

面の存在 を確認 し （図 1 9 参照）、確認のできた端面の個数 を図 1 4 の （a

) 、 （b ) と同様な形式で示 している （図 2 0 参照）。図 1 9 の写真 にもま



た、 0 . 2 m mの中心間距離を有する水平線と垂直線とのそれぞれが示され

ている。

[0085] 図 1 9 ， 2 0 から明らかなように、繊維の端面は幅方向W D と厚さ方向T

D との全体にほぼ一様に分布する傾向にある。すなわち、隆起部では、上面

に近い部分にも、下面に近い部分にも繊維の端面が同 じように存在 している

[0086] 図 2 1， 2 2 は、比較例 2 の不織布について、隆起部の頂部における前後

方向 L Dの断面を図 1 5 ， 6 における場合と同様にして観察 したときの結

果を示す図である。繊維の端面は、前後方向 L D と厚さ方向T D とにおいて

、ほぼ一様に分布する傾向にある。図 2 1 にもまた、 0 . 2 m mの中心間距

離を有する水平線と垂直線とのそれぞれが示されている。

[0087] 図 2 3 ， 2 4 は、比較例 2 の不織布について、すそ野部分における前後方

向 L Dの断面を図 1 7 ， 8 における場合と同様にして観察 したときの結果

を示す図である。繊維の端面は、前後方向 L D と厚さ方向T D とにおいてほ

ぼ一様に分布する傾向にある。図 2 3 にもまた、 0 . 2 m mの中心間距離を

有する水平線と垂直線とのそれぞれが示されている。

[0088] 図 1 2 と図 1 9 とにおいて、写真に画かれたゾーンに存在する繊維の端面

の多寡は、そのゾーンに含まれる繊維の本数の多寡を示すものであるが、こ

れらの写真では、ゾーンの内側を二分するように幅方向W Dや厚さ方向T D

へ延びる繊維の本数を正確に示すことはできない。 しか し、実施例 2 の不織

布 3 の隆起部 2 5 とすそ野部分 2 7 とでは、その端面 8 3 が上面 2 に近

い部分に多く集まり、下面 2 2 に近い部分にはあまり集まることがない様子

を観察することができる。このような不織布 3 では、上面 2 に向かって

排泄された軟便に含まれている水分が、主として上面 2 1 に沿って、隆起部

5 の頂部 2 6 からすそ野部分 2 7 と谷間部分 2 8 とを経て芯材 1 3 に速や

かに吸収される。この不織布 3 との対比において、比較例の不織布では、

隆起部においてもすそ野部分においても、繊維の端面は不織布の上面と下面

との間にほぼ一様に分布する傾向にあるから、その不織布の上面に向かって



排泄された軟便は、軟便中の水分が隆起部 においてもすそ野部分においても

断面のほぼ全体に広が りなが ら芯材に吸収 される。 これ らの傾向を有する不

織布 3 と比較例の不織布 とでは、軟便水分の透過量の評価 を したときに、

不織布 3 では水分の多 くが不織布 3 か らろ紙へ移行するが、比較例の不

織布ではろ紙に移行せずに不織布に残留する水分が多 くなる傾向にある、 と

いうことが表 1 において明 らかである。

[0089] また、図 1 5 と図 2 とでは、不織布 3 でも比較例の不織布でも、隆起

部の頂部 に近い部分に位置する繊維の多 くが不織布の長さ方向 L D へ延びる

傾向にあることを知ることができる。不織布 3 1 は、第 2 繊維 4 2 と して繊

度の大 きい繊維 を使用 しているのであるが、 このような傾向を有することに

よって、摩擦係数の平均偏差が比較例 2 の不織布のそれ とほぼ同 じ値 にな り

、肌触 りのよいものになると考 え られる （表 1 参照）。

[0090] 図 1 2 の隆起部 2 5 において、第 1 繊維 4 1 と第 2 繊維 4 2 とが厚 さ方向

T D の上方に向かって凸となる弧を画 くように集積 していることは、不織布

3 1 が厚 さ方向M D において圧縮 されたときに、隆起部 2 5 が潰れ難 く、不

織布 3 の比容積が大 きく変化することを防 ぐように作用 し、 またその圧縮

か ら解放 されたときの不織布 3 の速やかな弾性的な復元を可能にするよう

に作用 していると考 え られる。

符号の説明

[0091 ] 上面

2 2 下面

2 5 隆起部

2 6 頂部

2 7 すそ野部分

2 8 谷部

3 0 熱可塑性合成繊維

3 透液性不織布

4 第 1 繊維



4 2 第 2 繊維

4 3 上方部分

4 4 下方部分

5 0 熱可塑性合成繊維

L D 長 さ方向 （前後方向）

W D 横方向

T D 厚 さ方向



請求の範囲

[ 請求項 1] 互 いに直交する長 さ方向 と幅方向 と厚 さ方向 とを有 し、前記厚 さ方

向において互いに対向する上面 と下面 との うちの前記上面では、前記

下面か ら前記上面へ向か う方向に隆起 して前記長 さ方向へ延びる複数

条の隆起部が形成 され、前記幅方向において隣 り合 う前記隆起部 どう

しが前記幅方向へ広がるそれぞれのすそ野部分でつなが り、熱可塑性

合成繊維で形成 されている透液性不織布であ つて、

前記熱可塑性合成繊維が繊度の異なる複数条の第 1 繊維 と複数条の

第 2 繊維 とを含み、

前記第 1 繊維 は、前記繊度が 0 . 8 — 1 . 9 d t e x の範 囲にあ つ

て、前記不織布の厚 さ方向において、少な くとも前記隆起部では、前

記上面 を含む前記不織布の上方部分 を形成 し、

前記第 2 繊維 は、前記繊度が 2 . 0 - 6 . O d t e x の範 囲にあ つ

て、前記不織布の厚 さ方向において、少な くとも前記隆起部では、前

記上方部分の下方 にあ って前記下面 を含む前記不織布の下方部分 を形

成 し、

前記第 1 繊維の繊度 は、前記第 2 繊維の繊度 よ りも少な くとも 0 .

5 d t e x 小 さいことを特徴 とする前記不織布。

[ 請求項2] 前記不織布は、単位面積 当た りの質量が 1 2 _ 4 5 g / m 2 の範囲

にあ り、前記第 1 繊維 を 1 0 _ 5 0 質量％含んでいる請求項 1 記載の

不織布。

[ 請求項3] 前記隆起部 における前記長 さ方向の摩擦係数の平均偏差が 0 . 0 1

よ りも小さい請求項 1 または 2 記載の不織布。

[ 請求項4] 前記第 1 繊維 と前記第 2 繊維 とが親水化処理 されたものである請求

項 1 _ 3 のいずれかに記載の不織布。

[ 請求項 5] 前記第 1 繊維 は、芯成分 と鞘成分 とを有する芯鞘型の複合繊維であ

つて、前記芯成分の溶融温度が前記鞘成分の溶融温度 よ りも高 く、前

記芯成分 と前記鞘成分 との体積比が 3 0 : 7 0 - 7 0 : 3 0 の範 囲に



ある請求項 1 _ 4 のいずれかに記載の不織布。

[ 請求項 6] 前記第 2 繊維 は、芯成分 と鞘成分 とを有する芯鞘型の複合繊維であ

つて、前記芯成分の溶融温度が前記鞘成分の溶融温度 よ りも高 く、前

記芯成分 と前記鞘成分 との体積比が 3 0 : 7 0 - 7 0 : 3 0 の範囲に

ある請求項 1 ― 5 のいずれかに記載の不織布。

[ 請求項 7] 前記第 1繊維 における前記芯成分の酸化チタン含有量が 0 . 5 _ 4

質量％の範囲にあ り、前記第 2 繊維 における前記芯成分の酸化チタン

含有量が 2 _ 6 質量％の範囲にあ って、前記第 1繊維 における前記酸

化チタン含有量が前記第 2 繊維 における前記酸化チタン含有量 よ りも

少ない請求項 6 記載の不織布。















































INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

I PCT / JP2 0 1 2 / 0 8 1 6 0 9
A . CLASSIFICATION OF SUBJECT MATTER
D 0 4H1 / 4 382 { 2 0 1 . 0 1 ) i , D01 F8/0 4 ( 2 0 0 6 . 0 1 ) i , D 0 4H1 /54 1 ( 2 0 1 2 . 0 1 ) i

According to International Patent Classification (IPC) or to both national classification and IPC

B . FIELDS SEARCHED
Minimum documentation searched (classification system followed by classification symbols)
D 0 4 H 1 / 0 0 - 1 8 / 0 4 , D 0 1 F 8 / 0 0 - 8 / 1 8 , A 6 1 F 1 3 / 0 0 - 1 3 / 8 4

Documentation searched other than minimum documentation to the extent that such documents are included in the fields searched
Jitsuyo Shinan Koho 1922-1 996 Jitsuyo Shinan Toroku Koho 1996-2013
Kokai Jitsuyo Shinan Koho 1 971-2013 Toroku Jitsuyo Shinan Koho 1994-2013

Electronic data base consulted during the international search (name of data base and, where practicable, search terms used)

C . DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

X J P 2 0 0 2 - 1 7 3 8 6 3 A (Kao Co r p . ) , , 2 , 7
Y 2 1 June 2 0 0 2 ( 2 1 . 0 6 . 2 0 0 2 ) , 3 - 6

claims 1 , 2 ； paragraphs [ 0 0 0 1 ] , [ 0 0 2 0 ] [ 0 0 2 2 ]
[ 0 0 2 3 ] , [ 0 0 2 9 ] , [ 0 0 3 5 ] ； f i g . 1 t o 3
( a mi l y ： none )

J P 3 - 1 9 3 9 5 8 A (Uni t i k a Ltd . ) ,
2 3 Augu s t 1 9 9 1 ( 2 3 . 0 8 . 1 9 9 1 ) ,
page 3 , l ower right column , l i n e
l a s t l i n e
( a mi l y ： none )

Further documents are listed in the continuation of Box C . See patent family annex.

* Special categories of cited documents: " later document published after the international filing date or priority
"A document defining the general state of the art which i s not considered date and not in conflict with the application but cited to understand

to be of particular relevance the principle or theory underlying tiie invention

"E earlier application or patent but published on or after the international "X" document of particular relevance; the claimed invention cannot be
filing date considered novel or cannot be considered to involve an inventive

L document which may throw doubts on priority claim(s) or which i s step when the document i s taken alone
cited to establish the publication date of another citation or other "Y" document of particular relevance; the claimed invention cannot be
special reason (as specified) considered t o involve an inventive step when the document i s

"O" document referring to an oral disclosure, use, exhibnion or other means combined with one or more other such documents, such combination

"P" to the international filing date but later than being obvious to a person skilled in the art
"&" document member of the same patent family

Date of the actual completion of the international search Date of mailing of the international search report
2 3 January , 2 0 1 3 ( 2 3 . 0 1 . 1 3 ) 1 2 February , 2 0 1 3 ( 1 2 . 0 2 . 1 3 )

Name and mailing address of the ISA/ Authorized officer
Japane s e Patent Of f i c e

Facsimile No. Telephone No.
Form PCT/ISA/210 (second sheet) (July 2009)



INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

PCT / JP2 0 1 2 / 0 8 1 6 0 9

C (Continuation). DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

J P 2 0 0 9 - 3 0 2 1 8 A (Uni -Charm Co r p . ) 4 - 6
1 2 February 2 0 0 9 ( 1 2 . 0 2 . 2 0 0 9 ) ,
claim 4 ; paragraphs [ 0 0 0 1 ] , [ 0 0 8 3 ]

US 2 0 1 0 / 0 1 9 1 2 0 7 A l & E P 2 1 6 1 3 6 1 A l
WO 2 0 0 9 / 0 0 1 5 9 0 A l & AU 2 0 0 8 2 6 8 7 9 5 A
KR 1 0 - 2 0 1 0 - 0 0 4 8 9 9 8 & EA 2 0 1 0 0 0 0 5 4 A
C 1 0 1 7 9 0 6 0 4 A & MA 3 1 5 3 2 B
TW 2 0 0 9 3 6 8 3 6 A & CO 6 1 6 0 2 8 2 A

A WO 2 0 1 0 / 1 3 1 5 6 5 A l (Uni -Charm Co r p . ) 5 , 6
1 8 November 2 0 1 0 ( 1 8 . 1 1 . 2 0 1 0 )
paragraph [ 0 0 1 9 ]
& E P 2 4 3 1 5 1 3 A l & W〇 2 0 1 0 / 1 3 1 5 6 5 A l
& AU 2 0 1 0 2 4 8 5 6 1 & CN 1 0 2 4 8 2 8 1 7 A
& TW 2 0 1 0 4 3 7 4 8 A & KR 1 0 - 2 0 1 2 - 0 0 2 6 5 4 6

A J P 2 0 0 9 - 5 0 5 3 8 A (Kao Corp . ) , - 7
1 2 March 2 0 0 9 ( 1 2 . 0 3 . 2 0 0 9 ) ,
ent i r e text
& US 2 0 1 0 / 0 2 4 9 7 4 0 A l & E P 2 1 8 9 5 6 2 A l
& W〇 2 0 0 9 / 0 2 8 2 3 6 A l & KR 1 0 - 2 0 1 0 - 0 0 6 4 3 7 5
& CN 1 0 1 7 9 0 6 0 6 A & TW 2 0 0 9 2 4 7 2 3 A
& RU 2 0 1 0 1 1 1 7 9 1

A J P 5 7 - 5 6 5 6 2 A (Uni -Charm Corp . ) ,
0 5 Apri l 1 9 8 2 ( 0 5 . 0 . 1 9 8 2 ) ,
ent i r e text
6 US 4 3 7 7 6 1 5 A & GB 2 0 8 5 3 5 8 A
& DE 3 1 3 7 0 5 2 A & FR 2 4 9 0 5 5 1 A l

Form PCT/ISA/2 10 (continuation of second sheet) (My 2009)



国際調査報告 国際出願番号 P C T / J P 2 0 1 2 / 0 8 1 6 0 9

A . 発 明の属す る分野の分類 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. D04H1/4382 (2012. 01) i ，D01F8/04 (2006. 01) i ，D04H1/541 (2012. 01) i

B . 調査 を行った分野
調査 を行った最小限資料 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. D04H1/00- 18/04 ，D01F8/00- 8/18 ，A61F13/00- 13/84

最小限資料以外の資料で調査 を行 った分野に含まれ るもの

日本国実用新案公報 1 9 2 2 — 1 9 9 6 年
日本国公 開実用新案公報 1 9 7 1 — 2 0 1 3 年
日本国実用新案登録公報 1 9 9 6 — 2 0 1 3 年
日本国登録実用新案公報 1 9 9 4 2 0 1 3 年

国際調査で使用 した電子データベー ス （データベー ス の名称 、調査 に使用 した用語）

C . 関連す ると認 め られ る文献
引用文献の 関連す る
カテ ゴ リ一 水 引用文献名 及び一部の箇所が関連す るときは、そ の 関連す る箇所の表示 請求項の番号

X JP 2002-173863 A (花 王株 式会社） 2002. 06. 2 1， 1, 2 , 7

Y 【請求項 1】【請求項 2】【0001 】 【0020 】【0022 】 【0023 】【0029 】 【0035 】 3-6

【図 1】- 【図 3】 （フ ァ ミ リー な し）

Y JP 3-193958 A (ュ ニチカ株 式会社） 1991. 08. 23, 3

第 3 頁右 下欄 10- 末行 目 （フ ァ ミ リー な し）

c 欄の続 きにも文献が列挙 されてい る。 パ テ ン トフ ァ ミ リー に関す る別紙 を参照。

* 引用文献のカテ ゴリー の 日の後に公表 された文献
ΓΑ 」特 に関連のある文献ではなく、一般的技術水準 を示す 「τ 」国際出願 日又は優先 日後 に公表 された文献であって

もの 出願 と矛盾す るものではな く、発明の原理又は理論
ΓΕ 」国際出願 日前の出願 または特許 であるが、国際出願 日 の理解 のために引用す るもの

以後 に公表 されたもの r x 」特に関連のある文献であって、当該文献のみで発明
「L 」優先権主張に疑義 を提起す る文献又は他 の文献の発行 の新規性又は進歩性がない と考 え られ るもの

日若 しくは他 の特別 な理 由を確 立す るために引用す ΓΥ 」特に関連のある文献であって、当該文献 と他の 1 以
る文献 （理 由を付す） 上の文献 との、当業者 に とって 自明である組合せ に

Γθ 」 口頭 による開示、使用、展示等に言及す る文献 よって進歩性 がない と考 え られ るもの
「Ρ 」国際出願 日前で、かつ優先権の主張の基礎 となる出願 Γ& 」同一パ テ ン トファミリー文献

国際調査 を完了 した 日 国際調査報告の発送 日
2 3 . 0 1 . 2 0 1 3 1 2 . 0 2 . 2 0 3

国際調査機 関の名称及びあて先 特許庁審査官 （権限のある職員） 4 S 3 7 5 4

日本 国特許庁 （I S A J Ρ ) 河原 肇
郵便番号 1 0 0 — 8 9 1 5

東京都千代 田区霞が関三丁 目4 番 3 号 電話番号 0 3 — 3 5 8 1 — 1 1 0 1 内線 3 4 7 4

様式 P C T l S A 2 1 0 (第 2 ページ） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番 号 P C J P 2 0 0 8 1 6 0 9

C (続 き） . 関連す ると認 め られ る文献
引用文献 の 関連す る
カ テ ゴ リー * 引用文献名 及 び一部の箇所が関連す る ときは、そ の 関連す る箇所 の表示 請求項の番号

Y JP 2009-30218 A (ュ ニ · チ ャ ー ム株 式会社） 2009. 02. 12， 4-6

【請 求項 4】 【0001】【0083】& US 2010/0191207 A l & EP 2161361 A l

& WO 2009/001590 A l & AU 2008268795 A & KR 10-2010-0048998 A

& EA 201000054 A & CN 101790604 A & MA 31532 B

& TW 200936836 A & CO 6160282 A

WO 2010/131565 A l (ュ ニ · チ ャ ー ム株 式会社） 2010. 11. 18， 5，6
[0019] & EP 2431513 A l & WO 2010/131565 A l

& AU 2010248561 A & CN 102482817 A & TW 201043748 A

& KR 10-2012-0026546 A

JP 2009-50538 A (花 王株 式会社） 2009. 03. 12，全 文 1-7

& US 2010/0249740 A l & EP 2189562 A l & WO 2009/028236 A l

& KR 10-2010-0064375 A & CN 101790606 A & TW 200924723 A

& RU 2010111791 A

JP 57-56562 A (ュ 二 ' チ ャ ーム株 式会社） 1982. 04. 05, 全 文 1-7

& US 4377615 A & GB 2085358 A & DE 3137052 A & FR 2490551 A l

様式 P C T I S A 2 1 0 (第 2 ペ ー ジ の続 き） （2 0 0 9 年 7 月）


	abstract
	description
	claims
	drawings
	wo-search-report
	wo-search-report

